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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第24期 第25期 第26期 第27期 第28期

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月

売上高 （千円） － － － － 8,578,234

経常利益 （千円） － － － － 1,465,284

親会社株主に帰属する

当期純利益
（千円） － － － － 1,026,677

包括利益 （千円） － － － － 1,003,473

純資産額 （千円） － － － － 6,960,432

総資産額 （千円） － － － － 12,294,309

１株当たり純資産額 （円） － － － － 160.40

１株当たり当期純利益 （円） － － － － 25.01

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） － － － － 56.6

自己資本利益率 （％） － － － － 14.8

株価収益率 （倍） － － － － 31.4

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） － － － － 1,862,164

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） － － － － △221,616

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） － － － － 1,612,107

現金及び現金同等物の

期末残高
（千円） － － － － 6,390,917

従業員数
（人）

－ － － － 244

（外、平均臨時雇用者数） （－） （－） （－） （－） （34）

（注）１．第28期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．当社は、平成29年８月１日付けで普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。当連結会計

年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．自己資本利益率は連結初年度のため、期末純資産額に基づいて計算しております。

６．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第24期 第25期 第26期 第27期 第28期

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月

売上高 （千円） 5,475,284 6,144,791 6,460,244 7,284,508 7,879,346

経常利益 （千円） 785,605 946,464 963,365 1,130,235 1,307,511

当期純利益 （千円） 489,853 612,267 707,573 799,864 928,052

資本金 （千円） 425,996 425,996 425,996 425,996 425,996

発行済株式総数 （株） 5,600,000 11,200,000 11,200,000 22,400,000 43,400,000

純資産額 （千円） 2,693,807 3,162,318 3,273,732 3,620,385 6,772,503

総資産額 （千円） 5,647,165 6,755,227 8,096,943 8,662,751 11,664,231

１株当たり純資産額 （円） 62.66 73.56 79.18 90.63 156.07

１株当たり配当額
（円）

3.88 5.00 5.50 6.00 9.00

（内１株当たり中間配当額） （1.88） （2.25） （2.75） （2.50） （4.00）

１株当たり当期純利益 （円） 11.39 14.24 16.62 19.97 22.60

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 47.7 46.8 40.4 41.8 58.1

自己資本利益率 （％） 19.6 20.9 22.0 23.2 17.9

株価収益率 （倍） 13.2 15.3 11.8 17.2 34.7

配当性向 （％） 34.0 35.1 33.1 30.1 39.8

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 730,697 1,146,895 1,142,535 1,601,395 －

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △132,901 △50,793 37,399 △423,955 －

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △539,358 △669,586 △121,149 △1,124,512 －

現金及び現金同等物の

期末残高
（千円） 1,384,543 1,811,059 2,869,845 2,922,772 －

従業員数
（人）

156 185 202 220 205

（外、平均臨時雇用者数） （46） （47） （38） （41） （26）

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．平成25年12月13日付け、平成26年８月22日付け及び平成29年３月１日付け並びに平成29年８月１日付けで普

通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。平成26年３月期の期首に当該株式分割が行われ

たと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり配当額並びに１株当たり当期純利益を算定しております。

４．平成27年３月期の１株当たり配当額5.00円には、記念配当0.25円、平成28年３月期の１株当たり配当額5.50

円には、記念配当0.25円を含んでおります。

５．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

６．第28期より連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッ

シュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー、現金及び現金同等物の期末残高は記載しておりませ

ん。
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２【沿革】
 

年月 沿革

昭和47年４月 有限会社中部測機を設立、測量計測事業を開始

昭和58年３月 長野支店を開設

昭和59年11月 システム事業を開始

昭和63年10月 松本支店を開設

平成２年２月 甲府支店を開設

平成２年11月 有限会社中部測機から株式会社中部測機に組織変更

平成３年４月 ハウス備品事業を開始

平成９年９月 新潟支店を開設、一般建設業の長野県知事許可を取得

平成10年４月 株式会社中部測機から株式会社中部に商号変更

平成11年４月 仙台支店を開設、福岡支店を開設

平成12年４月 株式会社中部から株式会社シーティーエスに商号変更

平成12年９月 前橋支店を開設

平成14年３月 日本証券業協会のＪＡＳＤＡＱ市場に株式を店頭登録

平成14年４月 東京支店を開設

平成16年12月 ジャスダック証券取引所（東京証券取引所のＪＡＳＤＡＱ市場）に株式を上場

平成20年３月 名古屋支店を開設

平成21年３月 富山支店を開設

平成22年10月 大阪支店を開設

平成24年４月 広島支店を開設

平成24年９月 浜松支店を開設

平成25年４月 金沢支店を開設

平成26年４月 熊本支店を開設

平成26年11月 東京証券取引所市場第二部へ市場変更

平成27年１月 盛岡支店を開設

平成27年８月 東京証券取引所市場第一部指定

平成27年11月 郡山支店を開設

平成28年４月 札幌支店を開設、宇都宮支店を開設

平成29年１月 子会社として株式会社レンタライズ（現・連結子会社）及び株式会社ＣＴＳラインテック（現・連結

子会社）を設立
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３【事業の内容】

　当社グループは、「システム事業」及び「測量計測事業」を株式会社シーティーエスが、「ハウス備品事業」を株

式会社レンタライズが、各々取り扱う商品・サービスについて包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しておりま

す。

　従って、当社グループは株式会社シーティーエス及び株式会社レンタライズを基礎とした商品・サービス別セグメ

ントから構成されており、「システム事業」、「測量計測事業」、「ハウス備品事業」の３事業を報告セグメントと

しております。

 

　各事業の内容は、次のとおりであります。

＜システム事業＞

　ＩＴインフラ一式（固定ＩＰ電話サービス、回線サービス、情報共有システム、データバックアップサービス、

ネットワークカメラ、システム機器等）のレンタル及び販売を行っております。
 

＜測量計測事業＞

　測量計測機器・i-Construction関連システム（３Ｄスキャナー、ＵＡＶ、ＭＧ敷均・転圧管理システム、３Ｄ計測

データ作成代行等）のレンタル及び販売を行っております。
 

＜ハウス備品事業＞

　ユニットハウス及び什器備品のレンタル及び販売を行っております。
 

＜その他＞

　交通安全・環境関連の工事等を行っております。

 

　当社グループの事業全体を系統図により示しますと次のようになります。なお、事業及びセグメントは同一の区分

であります。

 

 

※建設ＩＣＴ（システム事業＋測量計測事業）
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４【関係会社の状況】
 

名称 住所
資本金

（千円）
主要な事業の内容

議決権の

所有割合

（％）

関係内容

（連結子会社）
 

㈱レンタライズ

 

 
 
長野県上田市

 

 
 

120,000

 

 
 
ハウス備品事業

 

 
 
100

 

 
 
役員の兼任あり。

 

㈱ＣＴＳラインテック 長野県上田市 100,000 その他 100 役員の兼任あり。

（注）主要な事業の内容欄には、セグメント情報の名称を記載しております。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成30年３月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（名）

システム事業

216 (27)測量計測事業

ハウス備品事業

報告セグメント計 216 (27)

その他 10 (2)

全社（共通） 18 (5)

合計 244 (34)

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー）は、年間の平均人員を（　）外数で記載して

おります。

２．当社グループは、セグメント別の独立した経営組織体系を有しておらず、同一の従業員が複数の事業に従事

しております。

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

 

(2）提出会社の状況

平成30年３月31日現在
 

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

205(26） 41.2 8.8 5,329,021

 

セグメントの名称 従業員数（名）

システム事業

187 (21）測量計測事業

ハウス備品事業

報告セグメント計 187 (21）

全社（共通） 18 (5）

合計 205 (26）

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー）は、年間の平均人員を（　）外数で記載して

おります。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．当社は、セグメント別の独立した経営組織体系を有しておらず、同一の従業員が複数の事業に従事しており

ます。

４．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

 

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

(1）会社の経営の基本方針

　当社は、社名の由来でもあります「Construction　Total　Support　service」を基本に、土木・建築会社を中

心に、システム事業、測量計測事業、ハウス備品事業の３事業を主力としてお客様のニーズに対応した商品・サー

ビスをレンタルと販売をもって提供しております。

①当社の経営理念

　「お客様のニーズを身近なサービスで提供する」

　　・お客様・・・全国の土木・建築会社及び測量コンサル会社を中心にしています。

　　・ニーズ・・・潜在的欲求と顕在化された要求を意味します。

　　・身近・・・・お客様にとって、利用しやすく、しかも、価値があることを意味します。

　　・サービス・・商品・製品・サービスの全てを意味します。

　　・提供・・・・お客様の最終目的達成に貢献することを意味します。

 

②当社の経営基本方針

　企業活動の中で関連する四者に対しての経営姿勢を明確に定めています。

　　・お客様に対しては、全てのサービスを「より確かに、より早く、より安く」提供することを常に追求しま

す。（経営理念の追求）

　　・社員に対しては、創造力とチャレンジ精神を第一に、「能力＝成果、評価＝報酬」を基本に公平な処遇に努

めます。（組織・人事制度の改革）

　　・株主様に対しては、企業価値の創造を常に念頭に置き、「業績に連動した配当」を実施します。

　　　（積極的な事業展開、配当施策による利益還元）

　　・地域社会に対しては、「企業は公器である」を基本に、企業活動と納税と雇用創出をもって貢献します。

　　　（企業活動・納税・雇用創出による社会貢献）

 

(2）中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題

　当社は、平成31年３月期から平成33年３月期までの３ヵ年を対象とした中期経営計画を策定し、以下の経営課題

に取り組んでまいります。

①土木系から建築系へ対象顧客の業種拡大

これまでの土木工事を中心とした顧客への営業活動に加えて、建築・設備・電気工事等の新規顧客の開拓を積極

的に行い収益の拡大に努めてまいります。

②地場ゼネコンから広域ゼネコンへターゲット拡大

当社の全国ネットワークを活かし、広域で事業を営んでいる顧客の獲得をより推進し収益の拡大に努めてまいり

ます。

③建設ＩＣＴ（※）の独自商品・サービス強化及びシェア拡大

国土交通省が推進する「i-Construction」への対応を積極的にサポートし、顧客の生産性を向上させるため、建

設現場や現場事務所における業務の省人化を推進する商品・サービスの開発をより一層進めてまいります。

④営業体制・機能の強化による生産性向上及び市場開拓

顧客の業務体系に合わせたより高度な提案営業を行っていくため、営業体制の専門化に取り組むとともに、全国

ネットワークの活用による広域ゼネコンへの営業の水平展開を実施してまいります。さらに、マーケティング

オートメーション等のツールの活用により、顧客のリピート率向上に努めてまいります。

 

　なお、当該中期経営計画の最終年度である平成33年３月期において達成すべき目標を以下のとおり掲げ事業の展

開を推進してまいります。

　　・建設ＩＣＴ売上高　　100億円超

　　・営業利益率　　　　　20％超

　　・ＲＯＥ　　　　　　　20％超

 

※建設ＩＣＴ（システム事業＋測量計測事業）

 

EDINET提出書類

株式会社シーティーエス(E05267)

有価証券報告書

 8/67



２【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

　また、以下の記載は当社株式への投資に関するリスク全てを網羅するものではありません。

 

(1）建設業界の環境変化について

　当社グループの主要顧客である土木・建築業界は、公共投資や民間設備投資に左右される体質があることから、

公共投資の減少、建設需要の減少等の環境変化が顕著に発生した場合には、当社グループの受注確保と業績に影響

を及ぼす可能性があります。

 

(2）特定業界取引先への依存度が高いことについて

　当社グループは、土木・建築業界の取引先に特化した事業展開を行っていることから、建設市場の収縮傾向が急

激・長期的に発生した場合には、受注競争による単価の低下、業況悪化や倒産等の発生懸念先が出現する可能性が

高く、当社グループの利益縮小及び不良債権の増加や倒産リスクによる収益の低下を及ぼす可能性があります。

 

(3）主力販売機種・レンタル商品について

　当社グループのシステム事業と測量計測事業の主力販売機種・レンタル商品が、自然災害や仕入先を発端とする

などの外部要因により長期間にわたり納入ストップとなった場合、また、急激な技術革新の進展により当社の主力

販売機種・レンタル商品等が非常に速い速度で新たな機種等への変更が発生した場合には、当社グループの業績に

影響を与える可能性があります。

 

(4）レンタル資産について

　当社グループは、システム事業・測量計測事業・ハウス備品事業の中心となる業態としてレンタル業務を展開す

るとともに、レンタル資産を多額に保有しております。

　このレンタル資産は、急激な市場環境の変化や技術革新、競合他社の新製品等の台頭により、レンタル資産の入

れ替えや陳腐化資産となる懸念が発生し、減損処理や廃棄処分等を余儀なくする場合には、当社グループの業績に

影響を及ぼす可能性があります。

 

(5）工事事故等について

　当社グループのハウス備品事業・環境保全事業は、工事現場でのハウス設置や道路等での直轄工事を行っており

ます。

　工事現場での事故発生は、請負先等の事故管理に係ることから以降の受注確保に影響し、また、当社グループの

道路標示・標識設置工事等は公共工事が主体となることから、官庁発注工事に関しては入札の指名停止等の処分を

伴う可能性があり、当社グループの業績に影響する場合があります。

 

(6）自然災害等の発生について

　地震等の自然災害、大規模な事故やテロのような予測不能な事由により、当社グループの営業活動が困難となる

場合、また、営業設備が壊滅的な損害を受けた場合には、その修復、再構築等に多額の費用を要する可能性があり

ます。
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３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　当社は、平成29年４月１日付けで、当社100％出資子会社である株式会社レンタライズ及び株式会社ＣＴＳライン

テックへ当社のハウス備品事業及び環境保全事業の全部を吸収分割により承継したことに伴い、平成30年３月期より

連結財務諸表を作成しております。なお、事業構成において前事業年度との実質的な変更は無いため、前事業年度

（個別財務諸表）と比較した参考前期比を記載しております。

 

(1）経営成績等の概要及び分析

　当連結会計年度の当社グループの主要顧客である土木・建築業界を取り巻く環境につきまして、公共投資・民間

投資ともに底堅く推移いたしました。

　このような状況のなか、当社グループにおきましては、平成27年３月期から平成30年３月期までの４ヵ年を対象

にした中期経営計画を策定し、その中核方針は、「システム・測量計測事業を中心に「建設ＩＣＴ」（※１）分野

の専門企業として全国ネットワークを構築する」及び「レンタル取引を主体とした、現場代理人リピーター10,000

人の獲得を目指す」であります。この方針を基に事業を着実に展開してまいりました。

　当連結会計年度の業績につきましては、主力事業の建設ＩＣＴ（システム事業・測量計測事業）において、新規

顧客開拓等を積極的に進めたことに加え、i-Construction対応工事の需要拡大等により、受注が順調に推移し、当

事業の売上高は6,739,750千円（前期比19.8％増）となりました。

　利益面は、建設ＩＣＴ（システム事業・測量計測事業）への人員増加策による人件費の上昇及びi-Construction

に対応するための体制構築などにより、当事業の販売費及び一般管理費が1,620,202千円（前期比7.9％増）となり

ましたが、売上総利益が2,931,941千円（前期比18.3％増）と順調に推移し、営業利益も1,311,738千円（前期比

34.2％増）となりました。その結果、グループ全体の売上総利益、営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する当

期純利益ともに前事業年度を上回る実績となりました。

　以上の結果、当連結会計年度の実績は、下記表のとおりとなりました。

 

▼当社グループ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 

前事業年度

（自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日）

（個別）

当連結会計年度

（自　平成29年４月１日
　至　平成30年３月31日）

（連結）

前期比

売上高 7,284,508 8,578,234 17.8％

営業利益 1,178,717 1,508,164 27.9％

経常利益 1,130,235 1,465,284 29.6％

(親会社株主に帰属する)

当期純利益
799,864 1,026,677 28.4％

 

▼建設ＩＣＴ（※２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

 

前事業年度

（自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日）

（個別）

当連結会計年度

（自　平成29年４月１日
　至　平成30年３月31日）

（連結）

前期比

売上高 5,626,067 6,739,750 19.8％

営業利益 977,734 1,311,738 34.2％

 

※１．建設ＩＣＴ（Information and Communication Technology）

※２．建設ＩＣＴ（システム事業＋測量計測事業）
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　セグメントの業績は、次のとおりであります。

＜システム事業＞

　当事業につきましては、システム機器及びアプリケーション等のレンタル・販売に関して、新商品・サービス

の拡充等による営業活動の強化、新規顧客の開拓等を積極的に展開した結果、受注を順調に確保することがで

き、当事業の売上高は3,280,733千円（前期比15.5％増）となりました。利益面は、中期経営計画に基づく全国

ネットワークを構築するための積極的な人員増加策に伴う人件費の上昇などにより、販売費及び一般管理費が増

加いたしましたが、売上高の伸長により売上総利益が増加し、セグメント利益（営業利益）は764,290千円（前

期比40.1％増）となりました。
 
＜測量計測事業＞

　当事業につきましては、測量機器及び計測システム等のレンタル・販売に関して、国土交通省が推進するi-

Construction対応工事の需要拡大等により、受注が好調に推移し、当事業の売上高は3,459,017千円（前期比

24.1％増）となりました。利益面は、「i-Construction」に対応するため、技術営業の人材確保及び人材育成並

びにエリア毎への設備投資等の体制構築などにより、販売費及び一般管理費が増加いたしましたが、売上高の伸

長により売上総利益が増加し、セグメント利益（営業利益）は547,448千円（前期比26.7％増）となりました。
 
＜ハウス備品事業＞

　当事業につきましては、建設現場事務所用ユニットハウス及び什器備品等のレンタル・販売に関して、連結子

会社である株式会社レンタライズによる新規顧客の開拓等を積極的に展開した結果、当事業の売上高は

1,145,632千円（前期比2.4％増）となりました。利益面は、ハウス補修費等のレンタル原価が増加したことが影

響し、セグメント利益（営業利益）は160,238千円（前期比1.8％減）となりました。
 
＜その他＞

　その他につきましては、道路標示及び標識の工事等の売上高は692,851千円（前期比28.3％増）となりまし

た。セグメント利益（営業利益）は36,187千円（前期比4.4％減）となりました。

 

▼セグメント　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　(単位：千円）

 

前事業年度

（自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日）

（個別）

当連結会計年度

（自　平成29年４月１日
　至　平成30年３月31日）

（連結）

前期比

システム事業    

　売上高 2,839,875 3,280,733 15.5％

　セグメント利益 545,661 764,290 40.1％

    

測量計測事業    

　売上高 2,786,191 3,459,017 24.1％

　セグメント利益 432,073 547,448 26.7％

    

ハウス備品事業    

　売上高 1,118,560 1,145,632 2.4％

　セグメント利益 163,145 160,238 △1.8％

    

その他    

　売上高 539,880 692,851 28.3％

　セグメント利益 37,838 36,187 △4.4％
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(2）財政状態の概要及び分析

　当連結会計年度末における総資産は12,294,309千円となりました。主な内訳は、現金及び預金6,390,917千円、

受取手形及び売掛金1,956,210千円、リース資産1,863,204千円であります。

　現金及び預金については、平成29年12月５日開催の取締役会決議に基づく、公募による自己株式の処分

（3,000,000株、平成29年12月20日払込期日）により調達した2,296,530千円及び第三者割当による自己株式の処分

（450,000株、平成30年１月17日払込期日）により調達した344,479千円、総額2,641,009千円が含まれておりま

す。

　これは①建設ＩＣＴ（※）関連の設備投資計画（2,250,000千円）として、準天頂衛星システム「みちびき」を

利用した測量に対応するための自社システムのソフトウェア開発に係る設備投資資金、上記自社システムのソフト

ウェアを活用する測量機器を含むレンタル用測量機器の取得資金、レンタル用システム機器の取得資金に、②事業

インフラへの投資計画（1,250,000千円）として、レンタル機器の集中管理センターに係る建物建設資金、自社基

幹システムのソフトウェア開発に係る設備投資資金並びに中核支店移転に係る土地及び建物取得資金、総額

3,500,000千円の投資計画に充当する予定です。

　なお、この自己株式の処分は、当社グループの競争力向上を目的とした自社製品の開発と持続的な成長を可能と

する事業基盤の強化に不可欠な設備投資を事業環境に即した機会を捉えて実行するために長期安定資金を確保する

必要があると判断し、保有する自己株式の一部を活用したものであります。

　当連結会計年度末における負債は5,333,876千円となりました。主な内訳は、支払手形及び買掛金1,675,497千

円、長期借入金1,000,000千円、リース債務（固定）1,173,427千円であります。

　当連結会計年度末における純資産は6,960,432千円となりました。主な内訳は、資本剰余金2,399,093千円、利益

剰余金4,089,263千円であります。

　資本剰余金については、平成29年12月５日開催の取締役会決議に基づく、公募による自己株式の処分

（3,000,000株、平成29年12月20日払込期日）及び第三者割当による自己株式の処分（450,000株、平成30年１月17

日払込期日）並びに上記自己株式の処分に係る株式を除く、保有する自己株式のほぼ全部の消却（1,400,000株）

により発生した自己株式処分差益1,970,263千円が含まれております。

　以上の結果、自己資本比率は56.6％となりました。

 

※建設ＩＣＴ（システム事業＋測量計測事業）

 

(3）キャッシュ・フローの概要及び分析

　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は6,390,917千円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は1,862,164千円となりました。これは主に、税金等調整前当期純利益が1,491,309

千円、減価償却費が786,093千円及び法人税等の支払額436,970千円によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は221,616千円となりました。これは主に、平成29年12月５日開催の取締役会決議

に基づく、レンタル機器の集中管理センターの建設及び中核支店移転に係る土地及び建物の取得を含めた、有形固

定資産の取得による支出223,509千円によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は1,612,107千円となりました。これは主に、平成29年12月５日開催の取締役会決

議に基づく、自己株式の処分による収入2,641,009千円に対して、リース債務の返済による支出729,894千円及び配

当金の支払額298,976千円によるものであります。

 

 

４【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

 

５【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当事業年度の設備投資等の総額は770,399千円であり、主なものをセグメントごとの設備投資について示すと、次

のとおりであります。

 

＜システム事業＞

　顧客のニーズに応えるべくレンタル用ＩＴインフラ一式の導入を中心に、380,801千円の投資をいたしました。

 

＜測量計測事業＞

　顧客のニーズに応えるべくレンタル用測量計測機器・i-Construction関連システムの導入を中心に、148,813千円

の投資をいたしました。
 

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社

平成30年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

セグメントの名称
設備の
内容

帳簿価額（千円）
従業
員数
（名）

レンタル
資産

建物及び
構築物

土地
（面積㎡）

リース資産 その他 合計

本社

長野支店

（長野県上田市）

システム事業

測量計測事業

ハウス備品事業

管理設備

営業設備
12,527 172,919 458,726

(7,112)

1,719,665 64,432 2,428,270 82

松本支店

（長野県松本市）

システム事業

測量計測事業

ハウス備品事業

営業設備 ― 53,061 55,237

(337)

― ― 108,298 11

（注）１．帳簿価額のうち「その他」の主な物は建設仮勘定であります。

　なお、金額には消費税等を含めておりません。

２．レンタル資産及びリース資産は、本社にて一括管理しております。
 

 

(2）国内子会社

重要性が乏しいため記載を省略しております。
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３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

会社名

事業所名
所在地

セグメント

の名称
設備の内容

投資予定額

資金調達

方法

着手及び完了予定年月

完成後の

増加能力総額

（千円）

既支払額

（千円）
着手 完了

当社

本社

長野県

上田市
システム事業

レンタル用

システム機器
1,019,420 2,158

リース及び

自己株式

処分資金

平成29年

12月

平成32年

３月

レンタル用

システム機器の

増設及び更新

当社

本社

長野県

上田市
測量計測事業

レンタル用

測量機器
1,730,667 －

リース及び

自己株式

処分資金

平成30年

４月

平成32年

３月

レンタル用

測量機器の

増設及び更新

当社

本社

長野県

上田市

システム事業

測量計測事業

建設ＩＣＴ（(注)３）

管理センター
230,000 56,200

自己株式

処分資金

平成29年

12月

平成32年

３月
(注)５

当社

本社

長野県

上田市

システム事業

測量計測事業

ソフトウェア

(注)４
260,000 －

自己株式

処分資金

平成29年

11月

平成31年

６月
(注)５

当社

仙台支店

宮城県

仙台市

システム事業

測量計測事業

土地

建物
185,000 －

自己株式

処分資金

平成31年

１月

平成31年

３月
(注)５

当社

名古屋支店

愛知県

名古屋市

システム事業

測量計測事業

土地

建物
225,000 －

自己株式

処分資金

平成32年

１月

平成32年

３月
(注)５

当社

大阪支店

大阪府

大阪市

システム事業

測量計測事業

土地

建物
240,000 －

自己株式

処分資金

平成32年

１月

平成32年

３月
(注)５

当社

福岡支店

福岡県

福岡市

システム事業

測量計測事業

土地

建物
210,000 －

自己株式

処分資金

平成32年

１月

平成32年

３月
(注)５

（注）１．上記金額には消費税等を含めておりません。

２．上記金額には平成29年12月５日開催の取締役会において決議された設備投資計画が含まれております。

３．建設ＩＣＴ（建設施工の調査・設計・施工・維持管理における生産性・品質の向上に寄与する情報通信技

術）

４．準天頂衛生システム「みちびき」を利用した測量に対応するための自社システム及び自社基幹システムに

係るものです。

５．完成後の増加能力については、計数的把握が困難なため、記載を省略しております。

 

 

(2）重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 152,000,000

計 152,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成30年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年６月22日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 43,400,000 43,400,000
東京証券取引所

（市場第一部）
単元株式数100株

計 43,400,000 43,400,000 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

③【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成25年12月13日

（注）１
2,800,000 5,600,000 － 425,996 － 428,829

平成26年８月22日

（注）１
5,600,000 11,200,000 － 425,996 － 428,829

平成29年３月１日

（注）１
11,200,000 22,400,000 － 425,996 － 428,829

平成29年８月１日

（注）１
22,400,000 44,800,000 － 425,996 － 428,829

平成30年１月31日

（注）２
△1,400,000 43,400,000 － 425,996 － 428,829

（注）１．株式分割（１：２）によるものであります。

２．自己株式の消却による減少であります。
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（５）【所有者別状況】

平成30年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数は100株）
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数（人） － 22 25 36 58 2 4,080 4,223 －

所有株式数

（単元）
－ 99,511 4,742 164,813 24,634 22 140,252 433,974 2,600

所有株式数

の割合（％）
－ 22.9 1.1 38.0 5.7 0.0 32.3 100 －

（注）　自己株式5,237株は、「個人その他」に52単元、「単元未満株式の状況」に37株含まれております。

 

（６）【大株主の状況】
 

  平成30年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合(％)

有限会社横島 長野県上田市材木町2－5－22 16,000,000 36.9

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海1－8－11 5,660,600 13.0

BNP PARIBAS SECURITIES SERVICES

LUXEMBOURG/JASDEC/FIM/LUXEMBOURG

FUNDS/UCITS ASSETS

33 RUE DE GASPERICH, L-5826 HOWALD-

HESPERANGE, LUXEMBOURG
1,270,000 2.9

シーティーエス社員持株会 長野県上田市古里115 1,073,200 2.5

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区浜松町2－11－3 1,010,200 2.3

株式会社八十二銀行 長野県長野市大字中御所字岡田178-8 835,200 1.9

猪股和典 千葉県流山市 664,000 1.5

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内1－1－2 640,000 1.5

宮沢俊行 長野県上田市 440,000 1.0

資産管理サービス信託銀行株式会社

（証券投資信託口）
東京都中央区晴海1－8－12 438,400 1.0

計 － 28,031,600 64.6
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

　　普通株式　　　 5,200
－ －

完全議決権株式（その他） 　普通株式　43,392,200 433,922 －

単元未満株式 　普通株式　　　 2,600 － －

発行済株式総数 43,400,000 － －

総株主の議決権 － 433,922 －

 

 

②【自己株式等】
 

平成30年３月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

株式会社シーティーエス 長野県上田市古里115 5,200 ― 5,200 0.0

計 － 5,200 ― 5,200 0.0

(注）当社は、単元未満自己株式37株を保有しております。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 37 30

当期間における取得自己株式 － －

（注）　当期間における取得自己株式には、平成30年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式

の買取りによる株式は含まれておりません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（千円）
株式数（株）

処分価額の総額
（千円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 3,450,000 477,128 － －

消却の処分を行った取得自己株式 1,400,000 193,617 － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（単元未満株式の買取請求による取得）
37 30 － －

保有自己株式数 5,237 － 5,237 －

（注）１．平成29年12月５日開催の取締役会決議に基づく、平成29年12月20日を払込期日とした公募による自己株

式の処分3,000,000株及び、平成30年１月17日を払込期日とした第三者割当による自己株式の処分

450,000株並びに平成30年１月31日付けで自己株式の消却1,400,000株を行っております。

２．当期間における処理自己株式には、平成30年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株

式の売渡による株式は含まれておりません。

３．当期間における保有自己株式数には、平成30年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満

株式の買取り及び売渡による株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社は、株主の皆様への利益還元を経営方針のひとつに定めております。第一に、積極的に事業を展開し、企業全

体としての価値の向上を目指します。第二に、企業活動により得た利益に関しては、業績に連動した配当により還元

を行います。以上により、将来の利益創造と、現在の利益配分の実現を目指します。

　当社の配当政策は、安定配当の考え方を採用せず、経営基盤の一層の強化と事業拡大に必要な内部留保の充実を考

慮したうえで、業績に連動する利益還元を行うことを基本方針にしております。期間における自己資本と他人資本の

両経営資源活用の最終成果である当期純利益と、決算期末における財政状態に占める自己資本と他人資本の構成に応

じて、配当性向及び配当金額を算出することとしており、具体的運用基準を次のように定めております。

 

＜１株当たり中間配当金の計算方法＞

・配当金の原資は、第２四半期における税引き後の四半期純利益とします。

・当社所定の計算基準により配当性向を決定します。

　配当性向＝自己資本比率×0.5＋（１－自己資本比率）×0.2

・配当金総額の計算を次の算式により行います。

　配当金総額＝四半期純利益×配当性向

・１株当たり中間配当金の計算を、次の算式により行います。

　１株当たり中間配当金＝配当金総額÷発行済株式総数

＜１株当たり期末配当金の計算方法＞

・配当金の原資は、税引き後の当期純利益とします。

・当社所定の計算基準により配当性向を決定します。

　配当性向＝自己資本比率×0.5＋（１－自己資本比率）×0.2

・配当金総額の計算を次の算式により行います。

　配当金総額＝当期純利益×配当性向－中間配当金総額

・１株当たり期末配当金の計算を、次の算式により行います。

　１株当たり期末配当金＝配当金総額÷発行済株式総数

＜その他＞

・その他配当金計算に関する詳細は当社内規に基づいて行われます。

・特別な貸借等の特殊要因により自己資本比率が大きく変動する事業年度については、その影響を考慮し、配当性

向を決定します。

・特別な損益等の特殊要因により税引き後の当期純利益が大きく変動する事業年度については、その影響を考慮

し、配当額を決定します。

・１株当たり配当金の１円未満は四捨五入して算出しております。

 

　当社は、会社法第454条第５項の規定により、「取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として、中間配

当を行うことができる。」旨を定款に定めております。

　当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機関につきま

しては、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

　当事業年度の配当につきましては、中間配当を１株当たり4.00円実施しており、期末配当につきましては、決算数

値並びに上記の配当政策を基に算出し、１株当たり5.00円とさせていただきます。

　これにより、当該株式分割の影響を考慮した場合の当事業年度の年間配当金は１株当たり9.00円となります。

　この結果、配当性向は36.0％となりました。内部留保につきましては、財務体質の一層の充実並びにこれからの事

業展開に活用してまいります。

 

※　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（千円） １株当たり配当額（円）

平成29年11月１日

取締役会
159,779 4.00

平成30年６月22日

定時株主総会
216,973 5.00
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４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第24期 第25期 第26期 第27期 第28期

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月

最高（円）
2,162

○1,665

1,517

□921
969

1,775

◇835

1,627

※1,028

最低（円）
1,000

○909

985

□666
653

675

◇685

638

※630

（注）１．最高・最低株価は、平成25年７月15日以前は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるもので

あり、平成25年７月16日から平成26年11月12日までは東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけ

るものであります。また、平成26年11月13日から平成27年８月20日までは東京証券取引所市場第二部におけ

るものであり、平成27年８月21日以降は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

２．○印は、株式分割（平成25年12月13日、１株→２株）による権利落後の株価であります。

３．□印は、株式分割（平成26年８月22日、１株→２株）による権利落後の株価であります。

４．◇印は、株式分割（平成29年３月１日、１株→２株）による権利落後の株価であります。

５．※印は、株式分割（平成29年８月１日、１株→２株）による権利落後の株価であります。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成29年10月 11月 12月 平成30年１月 ２月 ３月

最高（円） 813 1,028 1,007 931 895 860

最低（円） 721 783 791 826 668 718

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

男性８名　女性－名　（役員のうち女性の比率－％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

代表

取締役

社長

 横　島　泰　蔵
昭和35年

６月９日生

昭和55年９月 当社入社

（注）３ 76,800

平成２年７月 当社取締役

平成７年７月 当社専務取締役

平成13年６月 当社代表取締役副社長

平成15年４月 当社代表取締役社長（現任）

専務

取締役
ＣＦＯ 狩　野　高　志

昭和55年

10月20日生

平成18年４月 株式会社日本航空インターナショナル

（現 日本航空㈱）入社

（注）３ 57,812

平成21年12月 株式会社企業再生支援機構

（現 ㈱地域経済活性化支援機構）入社

平成22年９月 セノー株式会社へ出向

 社長室長・管理本部副本部長、子会社2社監査役

平成24年６月 当社取締役

平成24年８月 株式会社富士テクニカ宮津へ出向　業務改善部長

平成25年８月 当社専務取締役ＣＦＯ（現任）

取締役
営業企画

推進部長
宮　崎　　　剛

昭和34年

８月12日生

昭和57年６月 コモタ技研株式会社（現 コモタ㈱）入社

（注）３ 163,462

昭和63年10月 株式会社テクニカルイン長野入社

平成２年７月 株式会社武重商会入社

平成７年８月 当社入社

平成14年４月 当社システム事業担当部長

平成18年４月 当社執行役員

平成19年６月 当社取締役

平成22年４月

平成27年10月

平成28年10月

平成29年10月

当社取締役システム事業統括部長

当社取締役関東エリアマネジャー

当社取締役東日本営業部長

当社取締役営業企画推進部長（現任）

取締役  早　瀬　　　実
昭和24年

１月２日生

昭和44年４月 株式会社測機舎入社（現 ㈱ソキア・トプコン）

（注）３ 23,027

平成４年10月 株式会社ソキア（現 ㈱ソキア・トプコン）

 サービス部長

平成16年６月 同社執行役員営業機能担当

平成17年４月 株式会社ソキア販売へ出向　代表取締役社長

平成19年６月 株式会社ソキア（現 ㈱ソキア・トプコン）

取締役営業機能担当

平成25年６月 当社取締役（現任）

取締役  岸　本　明　彦
昭和28年

１月１日生

昭和46年４月 本田技研工業株式会社入社

（注）３ 260

平成18年４月 同社南米本部地域事業企画室長

平成20年４月 日信工業株式会社入社

総務・経理・人材開発統括

平成20年６月 同社取締役

平成23年６月 同社常務取締役経営管理本部長

平成29年６月 当社取締役（現任）

監査役

(常勤)
 芦　田　　　久

昭和25年

１月21日生

昭和43年４月 株式会社八十二銀行入行

（注）４ 5,784

平成13年２月 同行東京営業部営業一部長

平成15年６月 同行執行役員飯田支店長

平成17年６月 同行執行役員融資部長

平成19年６月 八十二信用保証株式会社代表取締役社長

平成25年６月 当社監査役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

監査役

(非常勤)
 佐々木　弘　道

昭和35年

11月13日生

平成７年４月 弁護士登録

（注）５ ―
平成10年４月 佐々木弘道法律事務所（現：弁護士法人佐々木法律

事務所）開設　代表社員（現任）

平成20年６月 当社監査役（現任）

監査役

(非常勤)
 水　沢　健　時

昭和27年

２月25日生

昭和55年11月 税理士登録

（注）６ ―昭和55年11月 水沢健時税理士事務所開設 同所所長（現任）

平成22年６月 当社監査役（現任）

計 327,147

（注）１．取締役早瀬実及び岸本明彦は、社外取締役であります。

２．監査役芦田久及び佐々木弘道並びに水沢健時は、社外監査役であります。

３．取締役の任期は、平成30年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成31年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

４．監査役芦田久の任期は、平成29年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成33年３月期に係る定時株主総

会終結の時までであります。

５．監査役佐々木弘道の任期は、平成28年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成32年３月期に係る定時株

主総会終結の時までであります。

６．監査役水沢健時の任期は、平成30年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成34年３月期に係る定時株主

総会終結の時までであります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、「企業は公器である」を経営方針のひとつに掲げ、持続的な成長、中長期的な企業価値向上、業績向上

に邁進することはもとより、株主をはじめとする全てのステークホルダーを重視した、健全で公正な経営を行うべ

く、有効な内部統制と透明性の高い情報開示を念頭に置き、経営監督機能の充実・強化、内部統制システムの体制

強化に努め、コーポレートガバナンスの充実に取り組んでまいります。

 

①　企業統治の体制

イ　企業統治の体制の概要

　当社は、取締役会、監査役会、会計監査人を設置し、併せて業務執行統制等を目的とした経営会議を毎月開

催しております。

　取締役会は、提出日現在において５名の取締役（内２名は社外取締役）及び３名の社外監査役で構成し、事

務局員として経営企画部門長、人事総務部門長、経理財務部門長が出席し、毎月開催する定例取締役会のほか

臨時の取締役会を随時開催し、重要案件の審議決定・報告を行っております。

　なお、取締役の機動的かつ経営環境の変化への対応と業務執行上の責任を明確にするため、取締役の任期を

１年に定めております。

　また、会社法上の取締役とは別に執行役員制度を導入し、取締役会で決定した業務執行を迅速かつ効率的に

実行する体制を図っております。

　監査役会は、提出日現在において３名の社外監査役で構成し、常勤監査役１名、非常勤監査役２名により、

監査役会の開催と監査業務を行っております。

　経営会議は、常勤取締役、常勤監査役、執行役員、営業部門長、事業推進部門長、経営企画部門長、人事総

務部門長、経理財務部門長で構成し、その他必要により、社長の指名にて幹部社員が出席し、重要事項及び方

針の周知、全社の業績報告、事業内容報告及びその進捗状況の共有等を行っております。

 

ロ　当該企業統治の体制を採用する理由

　取締役は、当社の企業規模及び事業領域等を勘案し、常勤取締役３名体制とすることで、業務執行及び意思

決定の迅速化等に対応できるとともに、取締役相互の業務執行の監督に寄与できると判断しております。

　企業統治に関する機能及び役割につきましては、社外取締役、社外監査役がそれぞれ分担し、ステークホル

ダーを重視した、経営監督機能の充実強化の観点からの監視・助言等により、役割の発揮が出来るものと判断

しております。

　なお、社外役員の経営監視体制等に関しましては、後述「③　社外取締役及び社外監査役」に記載しており

ます。

 

ハ　内部統制システムの整備の状況

　当社は、取締役会において会社法に基づく内部統制システムの基本方針を定め、この基本方針に沿って業務

全般にわたる諸規程・諸規則等を整備したうえで、社内開示を行い、役職員は整備要件別に職務を分担し、責

任重課による業務を遂行しております。

　これらの内部体制の整備と、管理が有効に機能して、企業経営が適正に運営される社内システムが維持でき

ているかの観点から、監査役監査、内部監査を計画的に実施し、経営層への報告を行っております。

　コンプライアンスに関しましては、社内倫理の確立、従業員の行動規範の再確認を目的として作成した「コ

ンプライアンス・プログラム」を活用し、社内に周知徹底を行うなど法令遵守の体制作りを継続して行ってお

ります。

　なお、業務上発生した諸問題等については、法律上の判断が必要な場合、専門的な立場から顧問弁護士に助

言を求めております。
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ニ　提出日現在の会社の機関・内部統制の関係を図表で示すと次のとおりであります。

 

ホ　リスク管理体制の整備の状況

　当社は、事業運営上の様々なリスクを一元管理し、リスクが発生した場合は迅速かつ的確に対応することに

より被害を最小限に食い止めるとともに、再発防止に努め、企業価値の向上を図ることを目的として「リスク

管理規程」を定めております。リスクの管理体制については、管理部門（総務）をリスク管理の統括部署とし

て、リスク対策に関する事項の周知、各部署からのリスク報告の集約とリスク対策の実施状況の管理を行って

おります。

　各部署はリスク対策を実施する主体であり、各部署責任者はリスク対策の責任者として「リスク管理マニュ

アル」等に基づきリスクの確認、リスク対策を実施し、その結果をリスク管理統括部署へ報告しております。

　なお、実際の危機が発生した場合は、「非常事態管理規程」に基づき対応をいたします。

 

ヘ　子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

　連結子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告については、当社が定める関係会社管理規程

等に基づき、業務の執行の状況を管理する体制を構築しております。

　当社及び連結子会社の損失の危険の管理については、リスク管理規程に基づき、統括部署が一元的に管理し

ております。

　連結子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、経営状況を的確に把握する重

要事項を取締役会等へ報告する体制を整備し、当社との連携を図ります。

　連結子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため、内部監査、

監査役監査等により、業務の適正を検証いたします。
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ト　責任限定契約の内容の概要

　当社は、社外取締役及び社外監査役に適切な人材の招聘を容易にし、期待される役割を十分に発揮できるよ

うにするため、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締

結できる旨を定款に定めております。

　これに基づき、当社と社外取締役２名及び社外監査役３名は、責任限定契約を締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外取締役及び社外監査役ともに、会社法第425条第１項に定

める最低責任限度額としております。

 

②　内部監査及び監査役監査

イ　内部監査の状況

　当社は、内部監査の独立性を強化するため内部監査室を設置し、内部監査を行っております。効果的な内部

監査の実施のため、必要に応じ、監査役及び会計監査人（有限責任監査法人トーマツ）との連携を行っており

ます。

 

ロ　監査役監査の状況

　監査役会が定めた監査方針・監査計画・業務分担等により、監査役監査基準・要領等に基づき監査を実施し

ております。また、取締役会、経営会議等に出席し、取締役の職務の執行状況の監視及び議案等の審議に関

し、独立・中立の立場からの意見・助言を行っております。

　さらに、内部監査室との連携に努め、必要に応じて調査・報告を求め、財務上に関しては会計監査人（有限

責任監査法人トーマツ）と定期的に意見交換を行っております。

 

③　社外取締役及び社外監査役

イ　社外取締役及び社外監査役の状況

　当社は、社外取締役２名、社外監査役３名の体制で行っております。

　社外取締役早瀬実は、当社の株式を23,027株保有しておりますが、その他に同氏と当社との間には特別の利

害関係はありません。

　社外取締役岸本明彦は、当社の株式を260株保有しておりますが、その他に同氏と当社との間には特別の利

害関係はありません。

　社外監査役芦田久は、当社の株式を5,784株保有しておりますが、その他に同氏と当社との間には特別の利

害関係はありません。

　社外監査役佐々木弘道は、弁護士法人佐々木法律事務所の代表社員を兼職しておりますが、同氏並びに同弁

護士法人と当社との間には特別の利害関係はありません。

　社外監査役水沢健時と当社との間には特別の利害関係はありません。

 

ロ　社外取締役及び社外監査役が当社の企業統治において果たす機能及び役割

　社外取締役早瀬実は、上場会社において取締役等を歴任しており、企業経営に関する識見に基づき、取締役

会において客観的な意見や意思決定を通じ、経営の監督を行っております。

　社外取締役岸本明彦は、上場会社において取締役等を歴任しており、企業経営に関する識見に基づき、取締

役会において客観的な意見や意思決定を通じ、経営の監督を行っております。

　社外監査役芦田久は、金融機関等において企業経営に関する業務や会社再建に係る業務等を経験しており、

これらの経験を活かし、客観的かつ公平な立場で取締役の職務の執行を監査しております。

　社外監査役佐々木弘道は、弁護士として企業法務を始めとする法務全般に関する専門的な識見を有してお

り、客観的かつ公平な立場で取締役の職務の執行を監査しております。

　社外監査役水沢健時は、税理士としての豊富な経営指導経験と税務会計に関する専門的な識見を有してお

り、客観的かつ公平な立場で取締役の職務の執行を監査しております。
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ハ　社外取締役と社外監査役の選任基準と独立性に関する考え方

　当社における社外取締役と社外監査役の選任基準及び独立性に関する考え方については、次の通りでありま

す。

　社外取締役の選任にあたっては、会社法上の要件に加え、企業経営等における豊富な経験と高い識見等、持

続的な成長と中長期的な企業価値の向上に貢献できることを重視しております。また、当社が上場する金融商

品取引所の定める独立役員の資格を充たし、一般株主と利益相反の生じるおそれのない者を独立取締役に指定

することにしております。

　社外監査役の選任にあたっては、企業経営に高い見識をもち、或いは、監査機能発揮に必要な専門分野にお

ける高い識見を有し、バランスのとれた監査体制の強化及びコーポレート・ガバナンスの向上が期待できるこ

とを重視しております。

　当社は、社外取締役である早瀬実及び岸本明彦、社外監査役である芦田久及び佐々木弘道並びに水沢健時を

株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、届け出ております。

 

④　役員の報酬等

イ　提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円）
対象となる
役員の員数
（名）基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く。）
72,000 72,000 － － － ３

監査役

（社外監査役を除く。）
－ － － － － －

社外役員 14,550 14,550 － － － ５

（注）取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

 

ロ　提出会社の役員ごとの報酬等の総額

　報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

ハ　使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

　該当事項はありません。

 

ニ　役員の報酬等の額の決定に関する方針

　取締役の報酬は、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で、担当職務、企業価値向上に対する貢献度、

会社の業績等を勘案し、代表取締役・担当役員・社外取締役と協議の上、取締役会にて決定しております。

　監査役の報酬額は、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で、監査役会における監査役の協議により決

定しております。

 

⑤　株式の保有状況

イ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数 ５銘柄

貸借対照表計上額の合計額 94,637千円
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ロ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的

 

（前事業年度）

特定投資株式

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（千円） 保有目的

福井コンピュータホールディングス

株式会社
20,000 52,100 取引関係の維持強化

セイコーエプソン株式会社 20,000 46,880 取引関係の維持強化

株式会社トプコン 10,000 19,920 取引関係の維持強化

株式会社大和証券グループ本社 10,000 6,779 取引関係の維持強化

株式会社八十二銀行 10,000 6,290 取引関係の維持強化

株式会社土木管理総合試験所 2,000 1,360 取引関係の維持強化

 

（当事業年度）

特定投資株式

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額（千円） 保有目的

セイコーエプソン株式会社 20,000 37,820 取引関係の維持強化

福井コンピュータホールティングス

株式会社
10,000 23,560 取引関係の維持強化

株式会社トプコン 10,000 20,770 取引関係の維持強化

株式会社大和証券グループ本社 10,000 6,787 取引関係の維持強化

株式会社八十二銀行 10,000 5,700 取引関係の維持強化

 

ハ　保有目的が純投資目的である投資株式

　該当事項はありません。

 

⑥　会計監査の状況

　当社は、金融商品取引法監査について有限責任監査法人トーマツより継続的に監査を受けており、正確な経営

情報・財務情報の提供に配慮しております。

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人

指定有限責任社員 業務執行社員 矢 野　浩 一 有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員 業務執行社員 杉 田　昌 則 有限責任監査法人トーマツ

　継続関与年数については、７年以内であるため記載を省略しております。また、公認会計士３名、その他４名が

会計監査業務に関っております。

 

⑦　取締役会で決議することができる株主総会決議事項

（自己の株式の取得）

　当社は、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を行うため、会社法第165条第２項の規定により、「取

締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる。」旨を定款に定めております。

 

（中間配当）

　当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、「取締役会の決議に

よって、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めております。
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⑧　取締役の定数

　当社の取締役は、「７名以内とする。」旨を定款に定めております。

 

⑨　取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、「株主総会において議決権を行使することができる株主の議決権の３分

の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行い、かつ累積投票によらない。」旨を定款に定

めております。

 

⑩　株主総会の特別決議要件

　当社は、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うため、会社

法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、「議決権を行使することができる株主の議決権の

３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う。」旨を定款に定めております。

 

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前事業年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 14,600 － 14,600 1,650

連結子会社 － － － －

計 14,600 － 14,600 1,650

 

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前事業年度

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度

　当社は監査公認会計士等に対して、公認会計士法第２条第１項の監査証明業務以外の業務であるコンフォー

トレター作成に関する業務等について対価を支払っております。

 

 

④【監査報酬の決定方針】

　当社の監査法人に対する監査報酬の決定方針としましては、事前に見積書の提示を受け、監査日数、監査内容

及び当社の規模等を総合的に勘案し、監査役会及び関連部門と協議を行ったうえ決定することとしております。
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第５【経理の状況】
１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

 

(3）当連結会計年度（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）は、連結財務諸表の作成初年度であるため、以

下に掲げる連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結キャッ

シュ・フロー計算書については、前連結会計年度との対比は行っておりません。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成29年４月１日から平成30年３

月31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）の財務諸表について、

有限責任監査法人トーマツにより監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の

内容を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について適切に対応することができる体制を整備するため、公益財

団法人財務会計基準機構へ加入し、同機構が開催する研修等へ参加しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

 （単位：千円）

 
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 6,390,917

受取手形及び売掛金 ※１ 1,956,210

たな卸資産 ※２ 373,970

その他 92,347

貸倒引当金 △4,772

流動資産合計 8,808,674

固定資産  

有形固定資産  

レンタル資産 858,526

減価償却累計額 △845,997

レンタル資産（純額） 12,529

建物及び構築物 774,350

減価償却累計額 △405,588

建物及び構築物（純額） 368,762

土地 919,229

リース資産 3,702,139

減価償却累計額 △1,838,934

リース資産（純額） 1,863,204

その他 297,038

減価償却累計額 △219,492

その他（純額） 77,545

有形固定資産合計 3,241,272

無形固定資産 60,620

投資その他の資産  

その他 ※３ 185,042

貸倒引当金 △1,300

投資その他の資産合計 183,742

固定資産合計 3,485,635

資産合計 12,294,309
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 （単位：千円）

 
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

負債の部  

流動負債  

支払手形及び買掛金 ※１ 1,675,497

リース債務 731,177

未払法人税等 272,210

その他 295,985

流動負債合計 2,974,870

固定負債  

長期借入金 1,000,000

リース債務 1,173,427

その他 185,578

固定負債合計 2,359,005

負債合計 5,333,876

純資産の部  

株主資本  

資本金 425,996

資本剰余金 2,399,093

利益剰余金 4,089,263

自己株式 △749

株主資本合計 6,913,603

その他の包括利益累計額  

その他有価証券評価差額金 46,829

その他の包括利益累計額合計 46,829

純資産合計 6,960,432

負債純資産合計 12,294,309
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

 （単位：千円）

 
 当連結会計年度

(自　平成29年４月１日
　至　平成30年３月31日)

売上高 8,578,234

売上原価 5,031,921

売上総利益 3,546,313

販売費及び一般管理費 ※ 2,038,148

営業利益 1,508,164

営業外収益  

受取配当金 2,335

受取地代家賃 2,162

受取保険金 2,439

固定資産売却益 4,467

その他 2,923

営業外収益合計 14,327

営業外費用  

支払利息 50,692

その他 6,514

営業外費用合計 57,207

経常利益 1,465,284

特別利益  

投資有価証券売却益 26,025

特別利益合計 26,025

税金等調整前当期純利益 1,491,309

法人税、住民税及び事業税 451,237

法人税等調整額 13,394

法人税等合計 464,631

当期純利益 1,026,677

親会社株主に帰属する当期純利益 1,026,677
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【連結包括利益計算書】

 （単位：千円）

 
 当連結会計年度

(自　平成29年４月１日
　至　平成30年３月31日)

当期純利益 1,026,677

その他の包括利益  

その他有価証券評価差額金 △23,204

その他の包括利益合計 ※ △23,204

包括利益 1,003,473

（内訳）  

親会社株主に係る包括利益 1,003,473

非支配株主に係る包括利益 －
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③【連結株主資本等変動計算書】

当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

        (単位：千円）

 株主資本 その他の包括利益累計額

純資産
合計

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
合計

その他有
価証券評
価差額金

その他の
包括利益
累計額
合計

当期首残高 425,996 428,829 3,366,990 △671,464 3,550,350 70,034 70,034 3,620,385

当期変動額         

剰余金の配当   △299,586  △299,586   △299,586

親会社株主に帰属する
当期純利益

  1,026,677  1,026,677   1,026,677

自己株式の取得    △30 △30   △30

自己株式の処分  2,163,881  477,128 2,641,009   2,641,009

自己株式の消却  △193,617  193,617 －   －

連結範囲の変動   △4,818  △4,818   △4,818

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

     △23,204 △23,204 △23,204

当期変動額合計 － 1,970,263 722,273 670,714 3,363,252 △23,204 △23,204 3,340,047

当期末残高 425,996 2,399,093 4,089,263 △749 6,913,603 46,829 46,829 6,960,432
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

 （単位：千円）

 
 当連結会計年度

(自　平成29年４月１日
　至　平成30年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前当期純利益 1,491,309

減価償却費 786,093

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,966

受取利息及び受取配当金 △2,339

支払利息 50,692

有形固定資産売却損益（△は益） △4,467

投資有価証券売却損益（△は益） △26,025

売上債権の増減額（△は増加） △427,396

たな卸資産の増減額（△は増加） △159,622

仕入債務の増減額（△は減少） 623,011

その他 13,265

小計 2,347,488

利息及び配当金の受取額 2,339

利息の支払額 △50,692

法人税等の支払額 △436,970

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,862,164

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △223,509

有形固定資産の売却による収入 21,445

無形固定資産の取得による支出 △12,299

投資有価証券の売却による収入 31,456

非連結子会社株式の取得による支出 △36,000

その他 △2,708

投資活動によるキャッシュ・フロー △221,616

財務活動によるキャッシュ・フロー  

自己株式の処分による収入 2,641,009

リース債務の返済による支出 △729,894

配当金の支払額 △298,976

その他 △30

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,612,107

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,252,656

現金及び現金同等物の期首残高 3,138,261

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 6,390,917
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数　　　　2社

主要な連結子会社の名称　　　株式会社レンタライズ、株式会社ＣＴＳラインテック

　当該連結子会社２社は、平成29年４月１日付けで、当社のハウス備品事業及び環境保全事業の全部を吸収

分割により承継したことに伴い、当連結会計年度より連結子会社となりました。

 

(2）主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社　　日本マルチメディア・イクイップメント株式会社

(連結の範囲から除いた理由)

　当該非連結子会社は小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

 

２．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は連結決算日と一致しております。

 

３．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　その他有価証券

　　時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価

は、移動平均法により算定）

　　時価のないもの

　移動平均法による原価法

 

②　たな卸資産

　　通常の販売目的で保有するたな卸資産

　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　・ 商品

　　 移動平均法

　・ 半成工事

　　 個別法

　・ 原材料及び貯蔵品

　　 最終仕入原価法

 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く）及

びレンタル資産、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用し

ております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　レンタル資産 ３～７年

　建物 ５～50年
 

②　無形固定資産（リース資産を除く）

　市場販売目的のソフトウエアについては、見込有効期間（３年以内）における販売見込数量を基準とし

た償却額と残存有効期間に基づく均等配分額とを比較し、いずれか大きい額を償却しております。

　自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっており

ます。
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③　リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とした定額法を採用しており、残存価額については、リース契約上に残価保証

の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。

 

(3）重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

 

(4）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から３ヵ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。

 

(5）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

 

（未適用の会計基準等）
 

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　平成30年３月30日　企業会計基準委員会）

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　平成30年３月30日　企業会計基準委員

会）

 

(1）概要

国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）は、共同して収益認識に関する包括的な会計

基準の開発を行い、平成26年５月に「顧客との契約から生じる収益」（IASBにおいてはIFRS第15号、FASBにおいて

はTopic606）を公表しており、IFRS第15号は平成30年１月１日以後開始する事業年度から、Topic606は平成29年12

月15日より後に開始する事業年度から適用される状況を踏まえ、企業会計基準委員会において、収益認識に関する

包括的な会計基準が開発され、適用指針と合わせて公表されたものです。

企業会計基準委員会の収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、IFRS第15号と整合性

を図る便益の１つである財務諸表間の比較可能性の観点から、IFRS第15号の基本的な原則を取り入れることを出発

点とし、会計基準を定めることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮すべき項目がある場合

には、比較可能性を損なわせない範囲で代替的な取扱いを追加することとされております。

 

(2）適用予定日

平成34年３月期の期首から適用します。

 

(3）当該会計基準等の適用による影響

「収益認識に関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中であり

ます。
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（連結貸借対照表関係）

※１　連結会計年度末日満期手形

　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当

連結会計年度の末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に

含まれております。

 
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

受取手形 31,674千円

支払手形 183,610

 

※２　たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

 
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

商品 358,416千円

半成工事 960

原材料及び貯蔵品 14,593

 

※３　非連結子会社に対するものは、次のとおりであります。

 
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

その他（株式） 41,000千円

 

　４　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。こ

の契約に基づく連結会計年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。
 

 
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

当座貸越極度額の総額 600,000千円

借入実行残高 ―

差引額 600,000
 

 

（連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　当連結会計年度

（自　平成29年４月１日
　　至　平成30年３月31日）

給料及び手当 968,861千円

貸倒引当金繰入額 5,422

 

（連結包括利益計算書関係）

※ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
当連結会計年度

（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

その他有価証券評価差額金：  

当期発生額 △7,235千円

組替調整額 △26,025

税効果調整前 △33,260

税効果額 10,056

その他有価証券評価差額金 △23,204

その他の包括利益合計 △23,204
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（連結株主資本等変動計算書関係）

当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度増加
株式数（株）

当連結会計年度減少
株式数（株）

当連結会計年度末株
式数（株）

発行済株式     

普通株式

（注）１．２．３．
22,400,000 22,400,000 1,400,000 43,400,000

合計 22,400,000 22,400,000 1,400,000 43,400,000

自己株式     

普通株式

（注）１．４．５．６．７．
2,427,600 2,427,637 4,850,000 5,237

合計 2,427,600 2,427,637 4,850,000 5,237

（注）１．当社は、平成29年８月１日付けで普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

２．普通株式の発行済株式総数の増加22,400,000株は、株式分割によるものであります。

３．普通株式の発行済株式総数の減少1,400,000株は、取締役会決議に基づく自己株式の消却によるもので

あります。

４．普通株式の自己株式数の増加2,427,600株は、株式分割によるものであります。

５．普通株式の自己株式数の減少3,000,000株は、公募による自己株式の処分によるものであります。

６．普通株式の自己株式数の減少450,000株は、第三者割当による自己株式の処分によるものであります。

７．普通株式の自己株式数の減少1,400,000株は、取締役会決議に基づく自己株式の消却によるものであり

ます。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成29年６月23日

定時株主総会
普通株式 139,806

7.00

（3.50）
平成29年３月31日 平成29年６月26日

平成29年11月１日

取締役会
普通株式 159,779 4.00 平成29年９月30日 平成29年12月６日

（注）平成29年８月１日付けで普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。当該株式分割に伴う

影響を加味して計算した場合の数値を（　）に記載しております。

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成30年６月22日

定時株主総会
普通株式 216,973 利益剰余金 5.00 平成30年３月31日 平成30年６月25日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
当連結会計年度

（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

現金及び預金勘定 6,390,917千円

現金及び現金同等物 6,390,917

 

　２　重要な非資金取引の内容

　ファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額

 
当連結会計年度

（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

ファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額 555,376千円

 

（リース取引関係）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

有形固定資産

　主として、ＩＴインフラセット一式、測量計測機器及びi-Construction関連システム並びにユニットハウス

（「レンタル資産」）であります。

②　リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「３．会計方針に関する事項　(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

 

２．オペレーティング・リース取引

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

該当事項はありません。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、設備投資は主にリース契約を利用

しております。

 

(2）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、取引先の信用リスクに晒されております。

　投資有価証券は、主に業務上で関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりま

す。

　営業債務である支払手形及び買掛金の支払期日はすべて１年以内であります。長期借入金は、Ｍ＆Ａ等の

待機資金として調達したものであり、償還日は決算日後、２年後であります。ファイナンス・リース取引に

係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、最長で

７年後であります。

　営業債務、長期借入金及びリース債務には、資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行でき

なくなるリスク）があります。

 

(3）金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループの債権リスク管理基準に基づき、取引先ごとの残高及び期日の管理を行うとともに、業態

悪化による回収懸念の早期把握や軽減に努める体制を図っております。

 

②市場リスクの管理

　当社グループでは投資有価証券について、定期的に時価を把握し、その内容を取締役会に報告しており

ます。

 

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社グループでは年次及び月次にて資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性を売上高の３ヵ

月分相当に維持することなどにより当該リスクを管理しております。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものは含まれておりません。

 

当連結会計年度（平成30年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 6,390,917 6,390,917 ―

(2）受取手形及び売掛金 1,956,210 1,956,210 ―

(3）投資有価証券 94,637 94,637 ―

資産計 8,441,764 8,441,764 ―

(1）支払手形及び買掛金 1,675,497 1,675,497 ―

(2）未払法人税等 272,210 272,210 ―

(3）長期借入金 1,000,000 995,296 △4,703

(4）リース債務 1,904,604 1,842,806 △61,797

負債計 4,852,311 4,785,810 △66,501

（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項

資　産

(1）　現金及び預金、(2）　受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

(3)　投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関す

る事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

 

負　債

(1）　支払手形及び買掛金、(2）　未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

(3）　長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定されている利率で

割り引いて算定する方法によっております。

(4）　リース債務

　リース債務の時価については、元利金の合計額を同様のリース取引を行った場合に想定されている利率

で割り引いて算定する方法によっております。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　　（単位：千円）
 

区分
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

非上場株式 41,000

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（3）投資有価証

券」には含めておりません。
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３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

当連結会計年度（平成30年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 6,390,917 － － －

受取手形及び売掛金 1,956,210 － － －

合計 8,347,127 － － －

 

４．長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

当連結会計年度（平成30年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

長期借入金 － 1,000,000 － － － －

リース債務 731,177 603,782 367,590 151,459 45,527 5,067

合計 731,177 1,603,782 367,590 151,459 45,527 5,067
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（有価証券関係）

１．その他有価証券

当連結会計年度（平成30年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（千円）

取得原価（千円） 差額（千円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 88,937 20,793 68,143

(2）債券 － － －

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 88,937 20,793 68,143

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 5,700 6,717 △1,017

(2）債券 － － －

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 5,700 6,717 △1,017

合計 94,637 27,511 67,125

 

２．売却したその他有価証券

当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

種類 売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

(1）株式 31,456 26,025 －

(2）債券 － － －

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

合計 31,456 26,025 －

 

 

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社グループは確定拠出年金制度を採用しております。

 

２．確定拠出制度

　当社グループの確定拠出制度への要拠出額は、当連結会計年度28,329千円であります。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

繰延税金資産（流動）  

未払事業税 7,240千円

未払地方法人特別税 5,929

貸倒引当金 1,442

その他 661

計 15,274

  

繰延税金資産（固定）  

減損損失 2,872

資産除去債務 2,420

その他 1,753

小計 7,046

繰延税金負債（固定）との相殺 △7,046

計 －

繰延税金資産合計 15,274

  

繰延税金負債（固定）  

固定資産圧縮積立金 △81,778

その他有価証券評価差額金 △20,295

その他 △606

繰延税金資産（固定）との相殺 7,046

繰延税金負債合計 △95,633

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため注記を省略しております。
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（企業結合等関係）

共通支配下の取引等

　当社は平成29年４月１日付けで、当社100％出資子会社である株式会社レンタライズ、株式会社ＣＴＳライン

テックへ当社のハウス備品事業及び環境保全事業の全部を吸収分割により承継いたしました。

 

１．取引の概要

(1）対象となった事業の名称及び当該事業の内容

　ハウス備品事業： ユニットハウス・関連備品のレンタル及び販売

　環境保全事業　： 交通安全・環境関連の工事等
 

(2）企業結合日

　平成29年４月１日
 

(3）企業結合の法的形式

　当社を分割会社とし、当社100％出資子会社である株式会社レンタライズ、株式会社ＣＴＳラインテック

をそれぞれ承継会社とする吸収分割
 
(4）結合後企業の名称

　株式会社レンタライズ　　　（ハウス備品事業）

　株式会社ＣＴＳラインテック（環境保全事業）
 

(5）その他取引の概要に関する事項

　ハウス備品事業及び環境保全事業が単一事業としての独立性を高め、建設ＩＣＴ（※）領域に留まらない

更なる成長を目指すことを目的として、本件事業を承継会社へ吸収分割いたしました。

 

２．実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に基づ

き、共通支配下の取引として処理しております。

 

※建設ＩＣＴ（システム事業＋測量計測事業）
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（セグメント情報）

１．報告セグメントの概要

(1）報告セグメントの決定方法

　　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので

あります。

　　当社グループは、「システム事業」及び「測量計測事業」を株式会社シーティーエスが、「ハウス備品事

業」を株式会社レンタライズが、各々取り扱う商品・サービスについて包括的な戦略を立案し、事業活動を展

開しております。

　　従って、当社グループは株式会社シーティーエス及び株式会社レンタライズを基礎とした商品・サービス別

セグメントから構成されており、「システム事業」、「測量計測事業」、「ハウス備品事業」の３事業を報告

セグメントとしております。

 

(2）各報告セグメントに属する商品及びサービスの種類

　　「システム事業」は、ＩＴインフラ一式（固定ＩＰ電話サービス、回線サービス、情報共有システム、デー

タバックアップサービス、ネットワークカメラ、システム機器等）のレンタル及び販売を行っております。

　　「測量計測事業」は、測量計測機器・i-Construction関連システム（３Ｄスキャナー、ＵＡＶ、ＭＧ敷均・

転圧管理システム、３Ｄ計測データ作成代行等）のレンタル及び販売を行っております。

　　「ハウス備品事業」は、ユニットハウス及び什器備品のレンタル及び販売を行っております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と概ね同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

       （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結
財務諸表
計上額
（注）３

 
システム
事業

測量計測
事業

ハウス備品
事業

計

売上高         

外部顧客への売上高 3,280,733 3,459,017 1,145,632 7,885,383 692,851 8,578,234 － 8,578,234

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － － － －

計 3,280,733 3,459,017 1,145,632 7,885,383 692,851 8,578,234 － 8,578,234

セグメント利益 764,290 547,448 160,238 1,471,976 36,187 1,508,164 － 1,508,164

セグメント資産 2,139,365 1,582,440 420,259 4,142,066 173,398 4,315,465 7,978,844 12,294,309

その他の項目         

減価償却費 480,975 243,812 53,267 778,054 8,038 786,093 － 786,093

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額
380,801 148,813 46,373 575,987 － 575,987 194,411 770,399

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、道路標示及び標識の工事並びに安

全用品の販売等を含んでおります。

２．調整額は、以下のとおりであります。

　　(1）セグメント資産の調整額は報告セグメントに配分していない全社資産7,978,844千円であります。

　　(2）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、全社資産の増加額であります。

３．セグメント利益は、損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありませ

ん。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

(1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

該当事項はありません。

 

(2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
当連結会計年度

（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

１株当たり純資産額 160.40円

１株当たり当期純利益 25.01円

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当連結会計年度

（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 1,026,677

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

当期純利益（千円）
1,026,677

期中平均株式数（株） 41,057,291

３．当社は、平成29年８月１日付けで普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式分割を行っております。当

連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益を算定しております。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － －

１年以内に返済予定のリース債務 719,122 731,177 2.3 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 1,000,000 1,000,000 0.1 平成32年2月28日

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 1,431,367 1,173,427 2.3
平成31年4月1日～

平成37年3月31日

その他有利子負債 － － － －

合計 3,150,489 2,904,604 － －

（注）１．「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以

下のとおりであります。

 
１年超２年以内

（千円）
２年超３年以内

（千円）
３年超４年以内

（千円）
４年超５年以内

（千円）

長期借入金 1,000,000 － － －

リース債務 603,782 367,590 151,459 45,527

 

【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が当連結会計年度期首及び当連結会計年

度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。
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（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（千円） 2,025,187 4,084,745 6,287,705 8,578,234

税金等調整前四半期（当期）

純利益（千円）
322,448 673,063 1,136,887 1,491,309

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益（千円）
220,708 463,316 780,264 1,026,677

１株当たり四半期（当期）

純利益（円）
5.53 11.60 19.37 25.01

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益

（円）
5.53 6.07 7.74 5.68

（注）当社は、平成29年８月１日付けで普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。当連結会計年度の

期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,922,772 5,999,885

受取手形 ※１ 399,936 ※１ 407,486

売掛金 ※２ 1,129,607 ※２ 1,266,265

たな卸資産 ※３ 214,348 ※３ 355,780

前払費用 1,465 6,492

繰延税金資産 29,422 15,274

その他 150,294 68,974

貸倒引当金 △1,805 △4,772

流動資産合計 4,846,043 8,115,386

固定資産   

有形固定資産   

レンタル資産 2,837 12,527

建物 280,444 321,492

構築物 37,604 47,270

機械及び装置 9,621 0

車両運搬具 19,106 4,805

工具、器具及び備品 10,718 10,288

土地 863,992 919,229

リース資産 2,108,655 1,719,665

建設仮勘定 - 50,000

有形固定資産合計 3,332,981 3,085,279

無形固定資産   

借地権 3,000 3,000

商標権 4 －

ソフトウエア 64,514 49,443

その他 7,466 7,466

無形固定資産合計 74,985 59,910

投資その他の資産   

投資有価証券 138,329 94,637

関係会社株式 220,000 261,000

出資金 360 360

長期前払費用 8,316 3,461

その他 43,036 45,497

貸倒引当金 △1,300 △1,300

投資その他の資産合計 408,741 403,656

固定資産合計 3,816,708 3,548,845

資産合計 8,662,751 11,664,231
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形 ※１ 577,101 ※１ 904,950

買掛金 ※２ 475,384 ※２ 591,319

リース債務 719,122 684,503

未払金 53,426 52,946

未払費用 71,138 76,922

未払法人税等 241,570 222,204

前受金 5,159 2,070

預り金 8,287 19,868

その他 243,737 82,919

流動負債合計 2,394,928 2,637,705

固定負債   

長期借入金 1,000,000 1,000,000

リース債務 1,431,367 1,073,821

繰延税金負債 106,444 95,633

資産除去債務 7,831 7,962

その他 101,795 76,605

固定負債合計 2,647,438 2,254,023

負債合計 5,042,366 4,891,728

純資産の部   

株主資本   

資本金 425,996 425,996

資本剰余金   

資本準備金 428,829 428,829

その他資本剰余金 - 1,970,263

資本剰余金合計 428,829 2,399,093

利益剰余金   

利益準備金 23,600 23,600

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 190,162 188,692

別途積立金 108,000 108,000

繰越利益剰余金 3,045,227 3,581,041

利益剰余金合計 3,366,990 3,901,334

自己株式 △671,464 △749

株主資本合計 3,550,350 6,725,673

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 70,034 46,829

評価・換算差額等合計 70,034 46,829

純資産合計 3,620,385 6,772,503

負債純資産合計 8,662,751 11,664,231
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②【損益計算書】

  （単位：千円）

 
 前事業年度

(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

 当事業年度
(自　平成29年４月１日
　至　平成30年３月31日)

売上高 ※１ 7,284,508 ※１ 7,879,346

売上原価 ※１ 4,188,159 ※１ 4,719,122

売上総利益 3,096,349 3,160,224

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 1,917,631 ※１,※２ 1,808,264

営業利益 1,178,717 1,351,960

営業外収益   

受取配当金 2,230 2,335

受取地代家賃 2,253 2,162

受取保険金 143 1,119

その他 4,919 3,371

営業外収益合計 9,546 8,988

営業外費用   

支払利息 57,732 46,922

株式交付費 - 5,476

その他 296 1,037

営業外費用合計 58,028 53,437

経常利益 1,130,235 1,307,511

特別利益   

投資有価証券売却益 － 26,025

受取保険金 37,300 －

特別利益合計 37,300 26,025

税引前当期純利益 1,167,535 1,333,536

法人税、住民税及び事業税 380,450 392,090

法人税等調整額 △12,779 13,394

法人税等合計 367,670 405,484

当期純利益 799,864 928,052
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

        （単位：千円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計
 

固定資産
圧縮積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 425,996 428,829 － 428,829 23,600 191,632 108,000 2,457,453 2,780,686

当期変動額          

剰余金の配当        △213,560 △213,560

当期純利益        799,864 799,864

固定資産圧縮積立金の取崩      △1,469  1,469 －

自己株式の取得          

自己株式の処分          

自己株式の消却          

会社分割による減少          

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

         

当期変動額合計 － － － － － △1,469 － 587,774 586,304

当期末残高 425,996 428,829 － 428,829 23,600 190,162 108,000 3,045,227 3,366,990

 

      

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式 株主資本合計

その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

当期首残高 △401,614 3,233,896 39,836 39,836 3,273,732

当期変動額      

剰余金の配当  △213,560   △213,560

当期純利益  799,864   799,864

固定資産圧縮積立金の取崩  －   －

自己株式の取得 △269,850 △269,850   △269,850

自己株式の処分      

自己株式の消却      

会社分割による減少      

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

  30,198 30,198 30,198

当期変動額合計 △269,850 316,454 30,198 30,198 346,652

当期末残高 △671,464 3,550,350 70,034 70,034 3,620,385
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当事業年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

        （単位：千円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計
 

固定資産
圧縮積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 425,996 428,829 － 428,829 23,600 190,162 108,000 3,045,227 3,366,990

当期変動額          

剰余金の配当        △299,586 △299,586

当期純利益        928,052 928,052

固定資産圧縮積立金の取崩      △1,469  1,469 －

自己株式の取得          

自己株式の処分   2,163,881 2,163,881      

自己株式の消却   △193,617 △193,617      

会社分割による減少        △94,122 △94,122

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

         

当期変動額合計 － － 1,970,263 1,970,263 － △1,469 － 535,813 534,343

当期末残高 425,996 428,829 1,970,263 2,399,093 23,600 188,692 108,000 3,581,041 3,901,334

 

      

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式 株主資本合計

その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

当期首残高 △671,464 3,550,350 70,034 70,034 3,620,385

当期変動額      

剰余金の配当  △299,586   △299,586

当期純利益  928,052   928,052

固定資産圧縮積立金の取崩  －   －

自己株式の取得 △30 △30   △30

自己株式の処分 477,128 2,641,009   2,641,009

自己株式の消却 193,617 －   －

会社分割による減少  △94,122   △94,122

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

  △23,204 △23,204 △23,204

当期変動額合計 670,714 3,175,322 △23,204 △23,204 3,152,118

当期末残高 △749 6,725,673 46,829 46,829 6,772,503
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）関係会社株式

移動平均法による原価法

(2）その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移

動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

商品　移動平均法

 

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く）及び

レンタル資産、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用してお

ります。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

レンタル資産 ３～７年

建物 ５～50年

 

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

　市場販売目的のソフトウエアについては、見込有効期間（３年以内）における販売見込数量を基準とした

償却額と残存有効期間に基づく均等配分額とを比較し、いずれか大きい額を償却しております。

　自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま

す。

 

(3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とした定額法を採用しており、残存価額については、リース契約上に残価保証の取

決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。

 

４．引当金の計上基準

貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

 

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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（表示方法の変更）

（損益計算書）

　前事業年度まで区分掲記して表示しておりました「受取利息」（当事業年度は、1千円）は、金額的重要性が乏

しくなったため、当事業年度より、営業外収益の「その他」に含めて表示しております。

 

（単体簡素化に伴う財務諸表等規則第127条の適用に係る表示方法の変更）

　貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、有形固定資産等明細表、引当金明細表については、財務諸

表等規則第127条第１項に定める様式に基づいて作成しております。

　また、財務諸表等規則第127条第２項に掲げる各号の注記については、各号の会社計算規則に掲げる事項の注記

に変更しております。

 

　以下の事項について、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第８条の６に定めるリース取引に関する注記については、同条第４項により、記載を省略して

おります。

・財務諸表等規則第26条に定める減価償却累計額の表示に関する注記については、同条第２項により、記載を省

略しております。

・財務諸表等規則第68条の４に定める１株当たり純資産額の注記については、同条第３項により、記載を省略し

ております。

・財務諸表等規則第75条に定める製造原価明細書については、同条第２により、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第95条の５の２に定める１株当たり当期純損益金額に関する注記については、同条第３項によ

り、記載を省略しております。

・財務諸表等規則第107条に定める自己株式に関する注記については、同条第２項により、記載を省略しておりま

す。
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（貸借対照表関係）

 

※１　期末日満期手形

　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当事業年度の

末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当事業年度

（平成30年３月31日）

受取手形 －千円 24,690千円

支払手形 － 183,610

 

※２　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当事業年度

（平成30年３月31日）

短期金銭債権 －千円 1,828千円

短期金銭債務 － 54,670

 

※３　たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当事業年度

（平成30年３月31日）

商品 198,151千円 355,780千円

半成工事 700 －

原材料及び貯蔵品 15,496 －

 

　４　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。

　事業年度末における当座貸越契約に係る借入金未実行残高等は次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当事業年度

（平成30年３月31日）

当座貸越極度額の総額 －千円 600,000千円

借入実行残高 － －

差引額 － 600,000

 

（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引高

 
前事業年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当事業年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

営業取引による取引高   

　売上高 －千円 10,650千円

　仕入高 － 603,389

営業取引以外の取引による取引高 － 3,523

 

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度78.2％、当事業年度82.2％、一般管理費に属する費用の

おおよその割合は前事業年度21.8％、当事業年度17.8％であります。

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前事業年度

（自　平成28年４月１日
　　至　平成29年３月31日）

　当事業年度
（自　平成29年４月１日

　　至　平成30年３月31日）

貸倒引当金繰入額 △6,734千円 5,422千円

減価償却費 43,150 42,815

給料及び手当 898,508 933,343
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（有価証券関係）

　子会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は261,000千円、前事業年度の貸借対照表計上額は220,000千円）

は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

 

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
 

当事業年度
（平成30年３月31日）

繰延税金資産（流動）    

未払事業税 5,130千円  7,240千円

未払地方法人特別税 6,065  5,929

貸倒引当金 550  1,442

その他 17,676  661

計 29,422  15,274

    

繰延税金資産（固定）    

減損損失 2,872  2,872

資産除去債務 2,368  2,420

その他 1,753  1,753

小計 6,994  7,046

繰延税金負債（固定）との相殺 △6,994  △7,046

計 －  －

繰延税金資産合計 29,422  15,274

    

繰延税金負債（固定）    

固定資産圧縮積立金 △82,422  △81,778

その他有価証券評価差額金 △30,352  △20,295

その他 △664  △606

繰延税金資産（固定）との相殺 6,994  7,046

繰延税金負債合計 △106,444  △95,633

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため注記を省略しております。

 

（企業結合等関係）

共通支配下の取引等

連結財務諸表「注記事項（企業結合等関係）」に記載しているため、注記を省略しております。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：千円）

区分 資産の種類
当期首
残高

当期
増加額

当期
減少額

当期
償却額

当期末
残高

減価償却
累計額

有形固定資産 レンタル資産 2,837 12,838 999 2,149 12,527 29,076

 建物 280,444 54,853 1,037 12,768 321,492 309,634

 構築物 37,604 14,462 - 4,796 47,270 95,953

 機械及び装置 9,621 - 9,621 - 0 1,188

 車両運搬具 19,106 - 11,902 2,398 4,805 11,534

 工具、器具及び備品 10,718 3,798 115 4,112 10,288 21,712

 土地 863,992 72,215 16,978 - 919,229 -

 リース資産 2,108,655 509,003 214,522 683,470 1,719,665 1,716,199

 建設仮勘定 - 50,000 - - 50,000 -

 計 3,332,981 717,172 255,177 709,697 3,085,279 2,185,300

無形固定資産 借地権 3,000 - - - 3,000 -

 商標権 4 - - 4 - -

 ソフトウエア 64,514 6,854 918 21,006 49,443 -

 その他 7,466 - - - 7,466 -

 計 74,985 6,854 918 21,010 59,910 -

（注）１．当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

リース資産（有形固定資産） レンタル用資産の新規契約に伴う増加 509,003千円

２．当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。

リース資産（有形固定資産） 会社分割によるレンタル用資産の承継に伴う減少 147,524千円

リース資産（有形固定資産） レンタル用資産のリース契約満了に伴う減少 66,997千円

 

 

【引当金明細表】

（単位：千円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 3,105 5,962 2,995 6,072

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 －

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 電子公告

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第27期（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）　平成29年６月23日関東財務局長に提出

 

(2）内部統制報告書及びその添付書類

平成29年６月23日関東財務局長に提出

 

(3）四半期報告書及び確認書

第28期第１四半期（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）　平成29年８月10日関東財務局長に提出

第28期第２四半期（自　平成29年７月１日　至　平成29年９月30日）　平成29年11月14日関東財務局長に提出

第28期第３四半期（自　平成29年10月１日　至　平成29年12月31日）　平成30年２月14日関東財務局長に提出

 

(4）臨時報告書

平成29年６月23日関東財務局に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨

時報告書であります。

 

(5）有価証券届出書（一般募集による増資）及びその添付書類

平成29年12月５日関東財務局に提出

 

(6）有価証券届出書（第三者割当による増資）及びその添付書類

平成29年12月５日関東財務局に提出

 

(7）有価証券届出書（一般募集による増資）の訂正届出書

平成29年12月13日関東財務局に提出

平成29年12月５日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。

 

(8）有価証券届出書（第三者割当による増資）の訂正届出書

平成29年12月13日関東財務局に提出

平成29年12月５日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

平成30年６月22日
 

株式会社シーティーエス

 

 取締役会　御中 

 

 有限責任監査法人　トーマツ 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 矢　 野　　浩　 一　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 杉　 田　　昌　 則　　印

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社シーティーエスの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社シーティーエス及び連結子会社の平成30年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社シーティーエスの平

成30年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、株式会社シーティーエスが平成30年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上

記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、

財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

平成30年６月22日
 

株式会社シーティーエス

 

 取締役会　御中 

 

 有限責任監査法人　トーマツ 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 矢　 野　　浩　 一　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 杉　 田　　昌　 則　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社シーティーエスの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第28期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

シーティーエスの平成30年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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